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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第63期

第２四半期
連結累計期間

第64期
第２四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 48,865 48,465 109,536

経常利益 (百万円) 4,626 1,595 12,176

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,110 1,087 6,913

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,245 1,235 7,744

純資産額 (百万円) 62,874 66,647 66,641

総資産額 (百万円) 130,887 128,988 139,157

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 72.86 25.47 161.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.0 51.7 47.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,040 2,657 16,630

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,330 △4,568 △10,743

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,758 △4,353 △8,717

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 29,092 25,141 31,396
 

　

回次
第63期

第２四半期
連結会計期間

第64期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期純損失金額（△）

(円) 4.55 △13.09
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４．当社は、第62期第２四半期連結会計期間より「役員報酬BIP信託」を導入しており、当該信託が所有する当

社株式を自己株式として処理しております。このため、１株当たり四半期純利益金額の算定にあたっては、

当該株式数を控除する自己株式に含めて「普通株式の期中平均株式数」を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の状況

国内のエネルギー業界は、2016年４月の電力小売り全面自由化に続く、2017年４月の都市ガス小売り全面自由化

により、異業種からの参入やエネルギーの垣根を越えた連携が次々に発表され、大競争時代に突入いたしました。

このような状況下での業容拡大を目指し、当社グループは、自由化後の都市ガス原料の卸供給元を、東京電力エ

ナジーパートナー株式会社に変更するとともに、お客様により安価なサービス提供を行うセット割料金メニュー

「プレミアム５＋プラン」を発表し、都市ガス小売自由化市場に参入いたしました。現在、初年度のお客様獲得目

標11万軒の達成に向け、テレビCMやWeb広告等によるブランディング戦略により認知度向上に努めるとともに、

「プレミアム５＋プラン」の割引対象サービスのラインナップを、電気、宅配水に加え、インターネット光回線、

映像配信サービスなどに拡充し、お客様の利便性向上を図り、当社グループの総力を挙げて営業活動を展開してお

ります。なお、当第2四半期末時点での同市場におけるお客様数は申込ベースで55千軒、獲得ベースで48千軒とな

りました。

また、当社は、2017年８月に、当社グループが都市ガス原料の卸供給を受ける東京電力エナジーパートナー株式

会社と共同出資で、都市ガス事業のプラットフォームを提供する新会社「東京エナジーアライアンス株式会社」を

設立いたしました。

同社では、都市ガスの卸供給や、託送手続き、保安業務、ガス器具販売・修理、利便性の高い決済機能をはじめ

としたガスの基幹業務クラウドシステム等のサービスを、新規参入を希望する事業者に、順次提供して参ります。

なお、同社は、2017年度下期より都市ガスの卸供給を開始し、2019年度には100万軒相当のお客様への販売を目

指しております。

当社は、資本業務提携先であり最先端のICTとAI技術を有する株式会社メタップスとの共同開発で、お申込みか

ら決済までをLINE上で完結することが出来るガス器具販売システムや、お客様のスマホでガス料金のクレジット決

済や口座振替登録が出来る、Web決済システムを開発し運用しております。

今後も、先進テクノロジーの活用によるシステム開発を推進し、ペーパーレスオペレーションによるお客様の

サービス受益ストレスの解消とスピーディで利便性の高いサービスの提供に努めて参ります。

なお、当第2四半期末の当社グループのお客様数は、前年同四半期末に比べ95千軒増の1,271千軒と順調に増加し

ております。

当第2四半期連結累計期間の売上高につきましては、お客様数の順調な伸びに伴いガス売上高は前年同四半期に

比べ増加いたしましたが、ガス機器販売の減少とカセットボンベ事業の廃業等で、機器工事他の売上高が減少した

こと等により484億6千5百万円（前年同四半期比0.8％減）となりました。

利益面につきましては、LPガス、都市ガスともに原料価格が前年同四半期に比べ高く推移し売上原価が増加した

ことに加え、自由化市場での需要開発を目的とした広告宣伝費等の増加があり、営業利益は15億8百万円（前年同

四半期比68.3％減）、経常利益は15億9千5百万円（同65.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は10億8千7

百万円（同65.0％減）となりました。
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なお、当社グループの売上高及び利益は、ガス小売事業の占めるウェイトが高いために、秋から冬の下期に偏る

傾向にあります。

当第２四半期連結累計期間のセグメント別の概況は次のとおりであります。

 [ＬＰガス事業]

ＬＰガス事業におきましては、ガス販売量はお客様数の順調な伸びに伴い増加いたしましたが、カセットボンベ

事業を廃業したこと等により、当第2四半期連結累計期間の売上高は274億3千3百万円と前年同四半期に比べ16億8

千7百万円（前年同四半期比5.8％減）の減収となり、セグメント利益（営業利益）は、原料価格が高く推移したこ

と等もあり、11億9千4百万円と前年同四半期に比べ22億1千5百万円（前年同四半期比65.0％減）の減益となりまし

た。

 [都市ガス事業]

都市ガス事業におきましては、自由化市場でのお客様獲得により家庭用ガス販売量が前年同四半期に比べ増加し

たこと等により、当第2四半期連結累計期間の売上高は210億3千1百万円と前年同四半期に比べ12億8千6百万円（前

年同四半期比6.5％増）の増収となりましたが、セグメント利益（営業利益）は、需要開発費用等の増加があり、3

億8百万円と前年同四半期に比べ10億2千9百万円（前年同四半期比76.9％減）の減益となりました。

（2）財政状態の分析

 当第2四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ101億6千8百万円（7.3％減）減少し、

1,289億8千8百万円となりました。これは主に、季節的要因により現金及び預金と受取手形及び売掛金が減少した

こと等によるものです。

当第2四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ101億7千4百万円（14.0％減）減少し、

623億4千万円となりました。これは主に、返済が進んだことにより借入金が減少したことと、季節的要因により支

払手形及び買掛金が減少したこと等によるものです。

当第2四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ5百万円（0.0％増）増加し、666億4千7

百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上と配当金の支払いによる利益剰余金

の増減とその他有価証券評価差額金の増加を反映したものです。　

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ3.8ポイント向上し、51.7％となりました。

（3）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ62億5千4百万円減少し、

251億4千1百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益18億3千7百万

円、減価償却費44億4千1百万円、売上債権の減少額19億2千万円等の収入要因が、仕入債務の減少額36億8百万円、

法人税等の支払額21億2千6百万円等の支出要因に相殺され26億5千7百万円（前年同四半期に比べ23億8千3百万円収

入が減少）の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出41億9千5百

万円、無形固定資産の取得による支出5億2千6百万円等により45億6千8百万円（前年同四半期に比べ7億6千1百万円

支出が減少）の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の減少額30億8千万円、配当金の支払

額7億3千万円等により43億5千3百万円（前年同四半期に比べ4億5百万円支出が減少）の支出となりました。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めておりましたが、平成29

年６月28日開催の第63回定時株主総会において廃止を決議いたしました。

（5）研究開発活動

当社は、ＬＰガス事業のエアゾール及びカセットガス充填において研究開発活動を行っておりましたが、平成29

年４月に当該事業を廃業したため、該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 179,846,100

計 179,846,100
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,561,525 48,561,525
東京証券取引所　
（市場第一部）

単元株式数は100株であ
ります。

計 48,561,525 48,561,525 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年９月30日 ― 48,561,525 ― 7,070 ― 5,197
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆ＣＯ．

ＲＥＧ

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証

券株式会社）

200 ＷＥＳＴ ＳＴＲＥＥＴ ＮＥＷ
ＹＯＲＫ,ＮＹ,ＵＳＡ
（東京都港区六本木６丁目10－１ 六本木ヒ
ルズ森タワー）

2,280 4.69

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人　ゴールドマン・サックス証

券株式会社）

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ
ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ Ｕ.Ｋ.
（東京都港区六本木６丁目10－１ 六本木ヒ
ルズ森タワー）

1,614 3.32

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託み

ずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイラ
ンド トリトンスクエア オフィスタワーＺ棟

1,604 3.30

野村信託銀行株式会社（退職給付信託

三菱東京ＵＦＪ銀行口）
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 1,350 2.77

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ

ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵ

ＦＧ証券株式会社）

25 Ｃａｂｏｔ Ｓｑｕａｒｅ,Ｃａｎａｒｙ
Ｗｈａｒｆ,Ｌｏｎｄｏｎ Ｅ14 4ＱＡ, Ｕ.
Ｋ.
（東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手
町フィナンシャルシティ サウスタワー）

1,346 2.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,294 2.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,227 2.52

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 1,180 2.43

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿１丁目28－１ 1,164 2.39

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ

ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵ

ＦＧ証券株式会社）

1585 Ｂｒｏａｄｗａｙ Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ,
Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ 10036,Ｕ.Ｓ.Ａ.
（東京都千代田区大手町１丁目９－７ 大手
町フィナンシャルシティ サウスタワー）

1,124 2.31

計 － 14,188 29.22
 

（注）1 上記のほか当社所有の自己株式5,586千株（11.50％）があります。

2 平成29年4月11日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Tybourne Capital Management (HK)

Limitedが平成29年4月6日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）
Tybourne Capital Management
(HK) Limited

2302 Cheung Kong Center,2 Queen's Road
Central,Hong Kong

2,966 6.11
 

3 平成29年7月14日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Kabouter Management, LLCが平成29

年7月7日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

Kabouter Management, LLC
アメリカ合衆国イリノイ州60611、シカゴ、
ノース・ミシガン・アベニュー401、2510号室

2,440 5.03
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4 平成29年9月7日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同保

有者であるみずほ証券株式会社及びアセットマネジメントOne株式会社が平成29年8月31日現在で以下の株式を

所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿に基づいて記載しております。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,604 3.30

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 54 0.11

アセットマネジメントOne株式
会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 1,153 2.38
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 

普通株式
(自己保有株式) ― ―

5,586,900
 

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,906,000
429,060 ―

単元未満株式
普通株式

68,625
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 48,561,525 ― ―

総株主の議決権 ― 429,060 ―
 

（注）完全議決権株式（その他）における普通株式には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式271,100株（議決権個

数2,711個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　(自己保有株式)
日本瓦斯㈱

東京都渋谷区代々木４－31
－８

5,586,900 0 5,586,900 11.50

計 ― 5,586,900 0 5,586,900 11.50
 

（注）上記のほか、「役員報酬BIP信託」導入に伴い設定された役員報酬BIP信託が所有する当社株式271,100株を四半

期連結貸借対照表上、自己株式として処理しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、協立監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 31,418 25,167

  受取手形及び売掛金 6,708 ※２  4,788

  商品及び製品 4,639 3,368

  仕掛品 18 24

  原材料及び貯蔵品 100 173

  繰延税金資産 504 401

  その他 871 928

  貸倒引当金 △125 △134

  流動資産合計 44,134 34,718

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 9,323 9,261

   機械装置及び運搬具（純額） 35,484 34,588

   工具、器具及び備品（純額） 1,031 1,007

   土地 24,594 25,279

   リース資産（純額） 2,153 1,998

   建設仮勘定 761 829

   有形固定資産合計 73,349 72,964

  無形固定資産   

   のれん 3,824 3,472

   その他 3,598 3,848

   無形固定資産合計 7,422 7,321

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,823 5,395

   その他 8,912 9,072

   貸倒引当金 △485 △483

   投資その他の資産合計 14,250 13,983

  固定資産合計 95,022 94,269

 資産合計 139,157 128,988
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,145 4,609

  電子記録債務 4,373 3,300

  短期借入金 15,976 13,537

  未払法人税等 2,360 712

  賞与引当金 434 466

  その他 6,392 5,005

  流動負債合計 36,683 27,632

 固定負債   

  長期借入金 29,013 28,395

  株式報酬引当金 279 326

  ガスホルダー修繕引当金 354 405

  製品自主回収関連損失引当金 825 238

  退職給付に係る負債 2,410 2,402

  その他 2,948 2,939

  固定負債合計 35,831 34,707

 負債合計 72,515 62,340

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,070 7,070

  資本剰余金 15,724 15,724

  利益剰余金 50,899 50,726

  自己株式 △8,853 △8,822

  株主資本合計 64,840 64,698

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,564 1,673

  為替換算調整勘定 249 287

  退職給付に係る調整累計額 △19 △15

  その他の包括利益累計額合計 1,795 1,944

 非支配株主持分 6 4

 純資産合計 66,641 66,647

負債純資産合計 139,157 128,988
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 48,865 48,465

売上原価 23,284 23,807

売上総利益 25,580 24,657

販売費及び一般管理費 ※1  20,826 ※1  23,148

営業利益 4,753 1,508

営業外収益   

 受取利息 17 20

 受取配当金 47 40

 為替差益 - 14

 持分法による投資利益 61 -

 不動産賃貸料 16 27

 受取保険金 31 85

 保険配当金 11 2

 その他 132 173

 営業外収益合計 318 365

営業外費用   

 支払利息 198 181

 持分法による投資損失 - 57

 為替差損 131 -

 その他 115 40

 営業外費用合計 445 278

経常利益 4,626 1,595

特別利益   

 固定資産売却益 4 9

 投資有価証券売却益 - 272

 その他 0 -

 特別利益合計 4 282

特別損失   

 固定資産売却損 1 1

 固定資産除却損 34 38

 その他 0 -

 特別損失合計 36 39

税金等調整前四半期純利益 4,594 1,837

法人税、住民税及び事業税 1,337 532

法人税等調整額 146 218

法人税等合計 1,484 751

四半期純利益 3,110 1,086

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

0 △1

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,110 1,087
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 3,110 1,086

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 0 108

 退職給付に係る調整額 4 3

 持分法適用会社に対する持分相当額 129 37

 その他の包括利益合計 135 149

四半期包括利益 3,245 1,235

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,245 1,237

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 △1
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 4,594 1,837

 減価償却費 4,371 4,441

 繰延資産償却額 3 -

 のれん償却額 476 407

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 67 7

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14 △3

 株式報酬引当金の増減額 (△は減少) 34 46

 
製品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減
少）

- △586

 受取利息及び受取配当金 △65 △61

 支払利息 198 181

 為替差損益（△は益） 72 △11

 持分法による投資損益（△は益） △61 57

 有形固定資産売却損益（△は益） △2 △8

 有形固定資産除却損 34 38

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 △272

 売上債権の増減額（△は増加） 1,685 1,920

 たな卸資産の増減額（△は増加） 978 1,189

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,820 △3,608

 未払消費税等の増減額（△は減少） △174 △416

 前受金の増減額（△は減少） △321 △42

 その他 147 △195

 小計 8,234 4,920

 利息及び配当金の受取額 49 41

 利息の支払額 △203 △179

 法人税等の支払額 △3,040 △2,126

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,040 2,657

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △3,605 △4,195

 有形固定資産の売却による収入 38 24

 無形固定資産の取得による支出 △1,054 △526

 のれんの取得による支出 △151 △56

 投資有価証券の取得による支出 △523 △1

 投資有価証券の売却による収入 0 366

 貸付けによる支出 △34 △104

 貸付金の回収による収入 17 8

 その他 △17 △82

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,330 △4,568
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 1,437 1,566

 短期借入金の返済による支出 △708 △1,566

 長期借入れによる収入 3,959 2,830

 長期借入金の返済による支出 △8,189 △5,910

 自己株式の取得による支出 △0 △1

 配当金の支払額 △729 △730

 非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

 その他 △526 △541

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,758 △4,353

現金及び現金同等物に係る換算差額 △92 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,141 △6,254

現金及び現金同等物の期首残高 34,233 31,396

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  29,092 ※1  25,141
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

持分法適用の範囲の重要な変更

当第２四半期連結会計期間より、重要性が増したCOzero Holdings Limited.を持分法の適用の範囲に含めておりま

す。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

金融機関からの借入金に対して次のとおり保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第2四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

従業員(住宅資金) 6百万円 5百万円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当

第2四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連

結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第2四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

受取手形 －百万円 22百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第2四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

賞与引当金繰入額 429百万円 418百万円

退職給付費用 280百万円 285百万円

減価償却費 4,325百万円 4,378百万円
 

 

２　売上高の季節的変動

前第2四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）及び当第2四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

当社グループの売上高及び利益面におきましては、性質上季節的変動が著しいガス事業の占めるウェイトが高い

ために、下期に偏る傾向にあります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第2四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 29,109百万円 25,167百万円

役員報酬BIP信託別段預金 △17百万円 △26百万円

現金及び現金同等物 29,092百万円 25,141百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 730 17.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配当金４百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月27日
取締役会

普通株式 730 17.00 平成28年９月30日 平成28年11月18日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配当金４百万円が含まれています。

 

 
当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 730 17.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配当金４百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月27日
取締役会

普通株式 816 19.00 平成29年９月30日 平成29年11月17日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の株式に対する配当金５百万円が含まれています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額　　　

（注1）

四半期連結損益
計算書計上額　

（注2）ＬＰガス事業 都市ガス事業

売上高      

外部顧客への売上高 29,120 19,744 48,865 ― 48,865

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,019 4 4,023 △4,023 ―

計 33,140 19,748 52,888 △4,023 48,865

セグメント利益 3,409 1,338 4,747 5 4,753
 

(注) 1.　セグメント利益の調整額5百万円には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

2.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
調整額　　　

（注1）

四半期連結損益
計算書計上額　

（注2）ＬＰガス事業 都市ガス事業

売上高      

外部顧客への売上高 27,433 21,031 48,465 ― 48,465

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,909 14 3,924 △3,924 ―

計 31,343 21,046 52,389 △3,924 48,465

セグメント利益 1,194 308 1,503 5 1,508
 

(注) 1.　セグメント利益の調整額5百万円には、セグメント間取引の消去等が含まれております。

2.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 72円86銭 25円47銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,110 1,087

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

3,110 1,087

   普通株式の期中平均株式数(千株) 42,690 42,700
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬BIP信託に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計

期間284,793株、当第２四半期連結累計期間274,425株であります。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

平成29年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。　

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・ 816百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・ 19円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・ 平成29年11月17日

 (注)　平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

なお、中間配当による配当金の総額には、役員報酬BIP信託の所有する当社株式に対する配当金5百万円を含

めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本瓦斯株式会社(E03051)

四半期報告書

19/20



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

日本瓦斯株式会社

取締役会  御中

 

協立監査法人
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士   朝　　田　　　　　潔   印

 

 

業務執行社員  公認会計士   田   中   伴   一   印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本瓦斯株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本瓦斯株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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